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はじめに
本稿で述べる「湾岸アラブ諸国」とは、バハレー
ン、クウェイト、オマーン、カタル、UAE（ア
ラブ首長国連邦）の５カ国を指す。これら５カ国
は地理的に近接しているだけではなく、統治制度
（非民主的な君主制）、経済（石油輸出への依存）、
国民の民族性（アラブ・イスラーム）、人口構成
（自国民人口が 0 万人から 70 万人と小さく、こ
れに比して外国人人口が大きい）という共通点を
有している。特に人口構成においては、カタル
や UAE では外国人人口が自国民人口を大きく上
回っており、クウェイトやオマーンでも外国人人
口の割合は他国に比して高く、これほど外国人比
率が高い地域は他にはないだろう（表１）。本稿
で明らかになるように、これらの外国人人口のほ
ぼ全ては労働者  である。一般的に外国人労働者
は、当該国の労働力を補完する存在として捉えら
れ、同時に受入国の文化変容や社会制度の改変に
一定の影響を与えると考えられている。しかしな
がら、湾岸アラブ諸国のように外国人人口があま
りにも大きくなると、その役割は一般的なものと
は大きく異なる。湾岸アラブ諸国では、外国人労
働者は「補完」ではなく「主役」である。
にもかかわらず、湾岸アラブ諸国における外国
人労働者が待遇において自国民労働者との間に大
きな格差を設けられていることが知られており、
それは人権の問題として注目されることもある 2。
その上、湾岸アラブ諸国では自国民が外国人労働
者と個人的、社会的な人間関係（友人、知人、婚
姻関係など）を取り結ぶことは皆無に等しく、両
者は全く断絶している 3。本稿では、このような
湾岸アラブ諸国における自国民と外国人労働者の
関係を、受け入れ側である湾岸アラブ諸国が選択
的に形成したものとして「共生しないという選択」
と呼び、外国人労働者の機能を湾岸アラブ諸国の
文脈で考察するものである。具体的には、湾岸ア
ラブ諸国における自国民と外国人労働者の関係
を、両者の地位の圧倒的な格差と、前者が後者を
管理する仕組みから、「エスノクラシー」の  形
態として捉える。
Ⅰ　分析方法
１．湾岸アラブ諸国における外国人労働者の研究
状況
湾 岸 ア ラ ブ 諸 国 で は、 外 国 人 労 働 者 は
expatriates と呼ばれ、その出身国や就業分野にか
かわらず、ほぼ一つの社会的なカテゴリーとして
認識されている。この地域における外国人労働者
の存在は、自国民人口の小ささに比して外国人労
働者の人口が非常に大きいことから、一定の注目
を集めてきた。とりわけ 970 年代に石油価格の
高騰を契機としてこの地域の経済規模が拡大した
ことは、周辺地域や南アジア、東南アジア、東ア
ジアの労働力を引き寄せる結果となった。このよ
うな労働力移動の観点から、これまでも多くの研
究がなされてきた 。これらの湾岸アラブ諸国へ
の労働力移動のトレンドを取りまとめた研究と部
分的に重複するが、この地域で外国人労働者が置
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表1　湾岸アラブ諸国における自国民と外国人の人口とその割合
人口 外国人割合 統計データ年
バハレーン 自国民 405667
37.65% 2001
外国人 244937
クウェイト 自国民 1008090
66.97% 2006
外国人 2043755
オマーン 自国民 1781558
23.89% 2003
外国人 559257
カタル 自国民
744029 不明 2009
外国人
UAE 自国民 825495
79.90% 2005
外国人 3280932
注：カタルは自国民人口と外国人人口の詳細を公表していない。EIU(2008)によれ
ば、全人口の70％程度が外国人人口であると見られている。
（典拠）
バハレーン：Central Informatics Organization (Bahrain)
クウェイト：Ministry of Planning (2007)
オマーン：Ministry of National Economy Census Administration (Oman) (2003?).
カタル：Statistical Authority (Qatar).
UAE：Ministry of Economy (UAE).
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かれた特殊な状況に関して焦点を当てるものもあ
る 5。とりわけ、現地で横行しているカフィール
と呼ばれる保証人制度は、自国民が同制度を利用
して外国人労働者を一定期間自分の監督下に縛り
付け、保証人料の名目で給与を天引きしたり、場
合によっては契約外の労働を強いるなど 6、外国
人労働者を事実上の年季奉公奴隷として取り扱っ
ているという批判がなされてきた。
そもそも、湾岸アラブ諸国では自国民を含めて、
労働組合の結成や労働争議権などは認められてお
らず、集会やデモも禁じられている。このため、
労働者は賃金の未払いや契約の違反、不履行に対
して集団で抵抗する機会を持たず、個人的にもカ
フィール制度に縛られているために雇用者に対し
て異議を申し立てることができない。稀に外国人
労働者の賃上げ要求を求めるデモが発生すること
があり、場合によっては待遇の改善が行われる場
合もあるが、デモの指導者や参加者の一部は国外
追放されるのが一般的である。また、近年では家
事労働に従事するために東南アジアから移入され
た少女達が、密室である派遣先の家庭内で様々な
ハラスメントや暴力に遭遇していることが問題視
されており 7、湾岸アラブ諸国各国に設けられた
セーフハウスに逃亡してくる少女達に関する報告
の後は絶えない。
外国人労働者が労働者の受入国において何らか
の差別を被ったり、自国民に比して待遇の格差が
存在することは、それ自体は一つの社会問題では
あるが、湾岸アラブ諸国に限らず広く世界的に見
られる現象である。このため、上記の先行研究の
多くが、労働力移動と共に外国人労働者の人権状
況に注目するのもまた、移民労働研究として当然
のことであろう。その上、湾岸アラブ諸国の統治
制度や社会はおおむね非民主的であると見なされ
ており、実際に欧米流の人権制度が整備されてい
ないこともあり、欧米の研究者は上記のような外
国人労働者の人権状況を重要な問題に位置づける
傾向がある。
湾岸アラブ諸国における外国人と自国民の関係
には、それ以外の地域では見られない特徴がある。
表１で示したように、湾岸アラブ諸国では、外国
人人口が自国民人口に匹敵するか、もしくは大き
く凌駕する状況にある。このような状況で、外国
人に対して自国民と同等の、もしくは自国民に近
い権利を付与すると、自国民は自分達の国が外国
人に乗っ取られる事態を危惧する。このため、自
国民が外国人労働者に対して自国民との間に格差
を設けるのは、単なる外国人差別ではなく、湾岸
アラブ諸国の人口構造に即した一定の理由が存在
すると判断すべきだろう。
2．湾岸アラブ型エスノクラシー
湾岸アラブ諸国における外国人労働者と自国民の
間の格差を、単に外国人差別として捉えるのではな
く、現地の文脈に即してそこに意味を見出そうと試み
たのは、おそらくロングヴァが最初であろう8。ロング
ヴァは、西洋のメディアから「専制政治」として批判
される湾岸アラブ諸国の中にあって、確かにそれは事
実ではあるものの、クウェイトが比較的民主的である
こと（男女普通選挙制度があり、立法権のある議会
を備え、政府批判すら可能な言論の自由が存在する）
を考慮すると、クウェイトは完全に専制政治とは言え
ず、とはいえ民主主義が実現されているわけではな
いという、明確に区分することが難しい状況を提示
する。その上でロングヴァは、民主的な政治制度を備
えながら常に非民主的なイメー ジが付きまとう理由を、
クウェイトが外国人に対して抑圧的であり、外国人が
居住者の多くの割合を占めるためにこれが非常に目立
つという状況に求め、「専制政治でなく、かといって
民主政治でもなく、エスノクラシーである」(Neither 
autocracy nor democracy but ethnocracy) と記述した
ほうが適切だと論じた 9。ロングヴァはマズルイ 0 を
引用しながらエスノクラシーの定義を探り、ある一つ
のエスニック集団によって政府が構成され、他のエ
スニック集団を支配する状況をエスノクラシ とー呼ぶ。
その上で、エスニシティ自体が多様に定義されるため、
エスノクラシーもまた多様性を持つことから、「人種」
に基くエスノクラシ （ーアパルトヘイト期の南アフリカ、
白人やメスティー ソが現地人を支配するボリビアやグ
アテマラ）、言語や宗教に基くエスノクラシ （ーイス
ラエル）といった分類を挙げつつ、クウェイトおよび
湾岸アラブ諸国は「国籍 citizenship に基くエスノクラ
シ 」ーであると論じる。
ただし、「国籍に基くエスノクラシー」という
分類は、ロングヴァが論じるように、やや奇妙だ。
というのも、「人種」や言語、性別を元に同一国
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民の中で権利の格差を設けることは国際的にも非
難されうるが、国籍に基く権利の格差は国際的に
当然のこととみなされているため、議論にすらな
らないからである。上記の通り、エスノクラシー
がなぜ問題になるかといえば、平等であるべき国
民の中で、エスニックな区分に対応して権利の差
が生じているためである。これに対して、クウェ
イトをはじめとする湾岸アラブ諸国では、格差は
国籍に基づくから、これが即座にエスノクラシー
として問題にされるべきではない。つまり、「国
籍に基くエスノクラシー」という枠組み自体には
矛盾が含まれている。
ただし、ロングヴァは、「国籍に基くエスノク
ラシー」という枠組みが矛盾になってしまうア
プローチそのものを問題にしている。ロングヴァ
によれば、このようなアプローチは、当該国にお
いて外国人がマイノリティーであり、自国民がマ
ジョリティーであるという前提に束縛されてい
る。ある国の中に外国人が居住していることは例
外的な状況であり、またその外国人が少数派でも
あるので、彼らの権利が制限されることは特殊事
例となる。積極的に差別する構造が存在するわけ
ではなく、あくまでも例外的な事態として外国人
に対する差別的状況が存在している、という了解
が成立しているため、外国人に対する差別がある
意味で許容されているのだといえよう。しかしな
がらロングヴァが指摘するように、湾岸アラブ諸
国にあるのは「マイノリティーである自国民
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に仕
えるためだけに移入された、権利を持たない外国
4 4
人労働者がマジョリティーとして存在している
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
状
況が、この特権的なマイノリティーに自分達の間
での政治権力のあり方を考案させ、それを実行さ
せている」2（傍点は筆者）という特異な現象で
ある。これまでの研究の多くは、マイノリティー
である自国民が、物質的な幸福だけではなく自分
達のアイデンティティー形成においても、マジョ
リティーの外国人労働者に依存しているという状
況を見逃してきたのである。
では、外国人がマジョリティーであり、自国民
がマイノリティーであるという状況において、具
体的にどのような社会が作り出されているのだろ
うか。この点について、ロングヴァは具体的な説
明を行っていない。ロングヴァが提示したのは、
「外国人を脅威と見なすクウェイト人のメンタリ
ティー」や、「自国民をマイノリティーに位置づけ、
自己防衛するという理由で、自国民をエンパワー
メントする（外国人よりも大きな権力を自国民に
付与することを当然視する）クウェイト人」といっ
たやや抽象的な議論であるため、｢ 国籍に基くエ
スノクラシー ｣ という枠組みの矛盾を解消するに
は十分な説得力を有していない。この矛盾を解消
するためには、外国人がマイノリティーであり、
それゆえ自国民の一部を補完する存在であるとい
う前提を解体するだけの説得力を持った記述が求
められる。これについて本稿では、湾岸アラブ諸
国における外国人労働者の位置づけを具体的に描
写することを試みる。具体的には、湾岸アラブ諸
国における自国民と外国人の格差を、賃金や就労
分野の面から明らかにする。外国人労働者が補助
的な役割ではなく、主役として湾岸アラブ諸国の
経済を担っていることが明らかとなれば、外国人
労働者を「外国人」の枠に押し込むことなく、「国
籍に基づくエスノクラシー」というとらえ方が可
能となるだろう。
3．統計資料
本稿では、湾岸アラブ諸国の自国民と外国人の
労働力の比較に統計資料を用いる。各国が公表し
ている統計やセンサスに加え、ILO のデータベー
ス (LABORSTA :Labour Statistics Database, http://
laborsta.ilo.org/default.html）も参考にした。なお、
湾岸アラブ諸国の労働分野に関する統計データの
細目は各国間で異なっており、また同一国でも年
によって統計の調査項目が異なる場合が多いた
め、それらを単純に比較することはできない。こ
のような資料的な限界が存在することを明記して
おきたい。
Ⅱ 分析
1．外国人労働者
湾岸アラブ諸国においては、歴史的にも、外国
人の存在は決して珍しくない。セコンベが指摘す
るように、石油経済の到来以前から、労働力の不
足に対して、それを域外から移入することで対応
してきた 3。ただし、外国人人口が急増したのは
やはり石油経済以降のことである。湾岸アラブ諸
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国における石油生産の開始時期は、バハレーンが
最も早く 932 年となっており、それ以外は第 2
次大戦後となっている。973 年の第  次中東戦
争によって石油価格が高騰したことをきっかけ
に、これ以降湾岸アラブ諸国の石油輸出収入は増
加した。外国人人口は湾岸アラブ諸国の経済規模
の拡大と歩調を合わせて増加し、クウェイトでは
970 年に居住していた外国人は 76,800 人であっ
たが、990 年にはおよそ  倍の 586,00 人に膨れ
上がった。これは、他の湾岸アラブ諸国でもほぼ
同様の傾向である（表 2）。
一口に外国人といっても、そこには様 な々国籍の人
間が含まれている。湾岸アラブ諸国が公表している
統計においては、外国人の国籍別人口は詳細には明
らかにならないが、おおむね南アジア系と東南アジ
ア系が 6 割から 8 割程度を占めると見なされている。
具体的には、インドやパキスタン、バングラディシュ、
スリランカ、フィリピン、タイ、インドネシアなどの出
身者である。これらのアジア系に次いで、アラブ系
外国人（エジプト人やシリア人、ヨルダン人など）やイ
ラン人が多い  。スコンベは、このようなアジア系の
数が多い理由を、湾岸アラブ諸国を取り巻く政治状
況が影響したものとして指摘する。例えばバハレ ンー
においては、もっとも安価で容易に輸入できる労働力
はイラン人であったが、バハレ ンーに居住するイラン人
が増加すると、バハレ ンーの領有を主張するイランに
根拠を与えることになるため、イラン人の雇用を避け、
代わりにイギリスが植民地としていたインドからの労
働力の輸入に切り替えた 5。また、アラブ系の労働
者の雇用が抑えられた背景には、950 年代半ばから
エジプト人労働者が共和主義的色彩の強いアラブナ
ショナリズムを君主制の湾岸アラブ諸国で喧伝したこ
と、960 年代には共産主義革命を達成した南イエメ
ン人労働者が反英活動・反植民地運動を行うことで
イギリスと密接な関係を保っていた湾岸アラブ諸国の
体制を脅かしたこと、パレスチナ出身者が国際政治を
持込んだことなどが問題視された結果、アラブ系労
働者への依存を減少させる必要があったためと考え
られている6。さらに、湾岸アラブ諸国の各政府が、
自国内の外国人労働者が少数の出身地から構成され
る場合、国内に自国民人口を超える規模のエスニッ
ク集団が形成されることになるため、これを怖れたた
めだと見られている7。
なお、これらの外国人労働者が湾岸アラブ諸国
の国籍を取得することは、事実上不可能である。
その理由は、第一に、帰化申請で要求される滞在
期間が非常に長く設定されているためである。オ
マーンとクウェイトでは 20 年、バハレーンとカ
タルでは 25 年、UAE では 30 年の間、継続的に
居住していることが必要とされている。ただし、
この条件はアラブ系外国人（エジプトやシリア、
ヨルダンなどの他のアラブ諸国の国民）につい
ては緩和されており、アラブ系外国人であれば、
UAE では 7 年、クウェイトとバハレーンでは 5
年居住していれば、国籍取得の申請が可能となっ
ている。また、湾岸アラブ諸国出身者に対しては
より緩やかな条件を設定している国もあり、例え
ば UAE では、オマーンとバハレーン、カタル出
身者は 3 年間継続して居住していれば、UAE 国
籍の取得申請が可能となる。このように、湾岸ア
ラブ諸国では国籍取得に関してアラブ系（湾岸ア
ラブ系＞非湾岸アラブ系）＞非アラブ系という民
族的な優先順位が存在しているといえよう。
このような国籍取得の仕組みは、外国人や移民
との融和的な関係を志向する多文化主義社会にお
いては障害となる場合があるが、逆に湾岸アラブ
諸国の社会のように排他的な国民意識を持つ場合
は有効に作用する。国民の数が増えると国民一人
当たりの国家資源（例えば石油輸出収入の利益）
の配分額が減少することは誰にでも分かることで
あるから、外国人が帰化する条件を厳しく設定し
ておくことは当然のことと考えることもできる。
2. 外国人労働者と自国民労働者
次に、湾岸アラブ諸国における外国人労働者へ
の依存状況を確認しよう（表 3）。まず、潜在的
な労働力となる 5 歳以上の人口に注目すると、
全国民人口（外国人労働者は含めない）に占め
る 5 歳以上の割合は、バハレーンは世界平均と
表2　湾岸アラブ諸国の外国人人口の推移　(1970－1995)
年 バハレーン クウェイト オマーン カタル UAE
1970 22400 176800 48400
1975 38700 217600 103200 57000 234100
1980 78200 392600 170500 106300 470800
1985 100500 551700 335700 155600 612000
1990 132000 731000 442000 230000 805000
1995 586400 432400
典拠：United Nations (2003) Table 9.
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ほぼ同じだが、クウェイトやオマーン、UAE は
世界平均よりもやや低く 60％前後となっている。
これに対して、湾岸アラブ諸国に居住する外国人
の 5 歳以上の人口割合はもっとも低い UAE で
85.7％、最も高いクウェイトで 87.82％となって
いる。この数値は、湾岸アラブ諸国に居住してい
る外国人の大半が、子供と一緒に居住せず、単
身で労働者としてこの地域に居住していること
をうかがわせる。次に労働力化率を確認すると、
世界平均はおよそ 70％だが、湾岸アラブ諸国の
自国民に関してはこの数値が低く、.82％から
55.3％と低い。その理由として、女性の労働力化
が進展していないことが指摘されている。この地
域の自国民の間では女性が家庭の外に出て不特定
多数の人間と接触することを忌避する傾向が強い
ためである。これに比べて、外国人の労働力化率
は 79.20％から 92.0% に達しており、これは外
国人のほぼ全てが労働者であることを物語ってい
る。
このような自国民と外国人の労働力化に関する
諸条件の違いは、最終的には大きな差を生み出
す。そもそも自国民人口が小さく、さらに労働力
化率が低いため、自国民労働人口は輪をかけて小
さくなる。外国人はこれとは全く逆で、人口規模
が大きく、その大半が 5 歳以上であり、労働力
化率は非常に高い。このため、湾岸アラブ諸国の
総労働人口に占める自国民比率は、最も高いオ
マーンにおいて 50.66％、バハレーンがこれに続
いて .23% であり、クウェイトは 7.93%、UAE
は 9.5%、そして最低のカタルは約 5.7% である。
UAE やカタルでは労働者とは事実上外国人を意
味することになる。このように、外国人労働者な
しには湾岸諸国の社会が全く機能しないことが確
認できる。
では、外国人労働者と自国民労働者の間では、
就業部門や賃金においてどのような違いが見られ
るだろうか。公的部門と民間部門で見た場合、表
 に示したとおり、最も低いバハレーンにおいて
およそ 3％の、もっとも高いカタルにおいては
9％の自国民労働者が、公的部門に就労している。
なお、バハレーンの統計には内務省と防衛省の人
数が明記されていないため（これは治安上の理由
であろう）、実際には公的部門の就労者数はもっ
と多いと考えることが出来る。また、UAE にお
いては公的部門の雇用が自国民就業者の総数を上
表3　湾岸アラブ諸国における労働力（自国民、外国人）
15歳以上人口 15歳以上人口割合 就業人口 失業人口 労働人口 労働力化率
労働人口に占める
自国民割合 統計年
バハレーン 自国民 257461 63.47% 110985 16136 127121 49.37% 41.23% 2001
外国人 211774 86.46% 180391 829 181220 85.57%
クウェイト 自国民 606175 60.13% 322754 12484 335238 55.30% 17.93% 2006
外国人 1794786 87.82% 1522134 12437 1534571 85.50%
オマーン*1 自国民 1058245 59.40% 不明 不明 442517 41.82% 50.66% 2003
外国人 490468 87.70% 不明 不明 430949 87.86%
カタル*2 自国民 146304 不明 70644 1644 72288 49.41% 5.71% 2009
外国人 1296345 不明 1190827 2317 1193144 92.04%
UAE 自国民 511623 61.98% 201105 32195.41 233300 45.60% 9.54% 2005
外国人 2794226 85.17% 2155488 57538.7 2213027 79.20%
注：*1 オマーンは就業と失業に関して、自国民・外国人別の数値を公表していない。
*2 カタルは自国民人口と外国人人口の詳細を公表していない。（表1の注を参照）
（典拠）
バハレーン：Central Informatics Organization (Bahrain).
クウェイト：Ministry of Planning (2007).
オマーン：Ministry of National Economy Census Administration (Oman) (2003?).
カタル：Statistical Authority (Qatar).
UAE：Ministry of Economy (UAE).
表４　湾岸アラブ諸国における公的部門への就業割合
就業人口 公的部門就業人口
公的部門
就業割合 統計年
バハレーン*1 自国民 99983 33754 33.76% 2004
外国人 185407 3822 2.06%
クウェイト 自国民 298752 168974 56.56% 2005
外国人 1402154 57357 4.09%
オマーン*2 自国民 不明 不明 46.30% 2003
外国人 不明 不明 4.20%
カタル 自国民 61707 58016 94.02% 2007
外国人 766095 92780 12.11%
UAE*3 自国民 201105 
475878
不明 2005
外国人 2155488 不明
注：*1　バハレーンの公的部門の就業人口には、内務省と防衛省の人口が含ま
れていない。
*2 オマーンは就業人口について自国民・外国人別の数値を公表しておらず、
割合のみを公表している。
*3 UAEは公的部門の就業人口について、自国民・外国人別の数値を公表して
おらず、合計値のみを公表している。
（典拠）
バハレーン：Bahrain Monetary Agency (2005).
クウェイト：Ministry of Planning (Kuwait) (2005)
オマーン：Ministry of National Economy Census Administration (Oman) 
(2003?).
カタル：Statistical Authority (Qatar)
UAE：Ministry of Economy (UAE)
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回っているため、自国民就労者の大半が公的部門
に就労していると想定することも可能である。一
方で、外国人労働者についてはカタルが 2％と
比較的高いものの、他の湾岸アラブ諸国ではいず
れも 5％以下となっている。
自国民と外国人に区分された就業分野別の統計
データが存在するのはバハレーン、クウェイト、
カタルの 3 カ国のみである。この 3 カ国で見た場
合（表 5-、5-2、5-3）、自国民労働者がもっとも
多く就業しているのは事務職部門であり、専門職
や技術職がこれに続く傾向にある。これに対して
外国人労働者の割合が高いのは製造業やサービス
業となっている。それぞれの分野の自国民割合の
数値が自国民と外国人の就業者総計の自国民割合
（バハレーンで 36.％、クウェイトで 8.％、
カタルで 5.6％）よりも高い場合、その分野には
自国民が偏重していると判断できる。このような
分野は管理職や事務職、専門職となっている。逆
に販売職やサービス業、農業・漁業従事者などは、
明らかに外国人労働者に偏重している部門であ
る。つまり、湾岸アラブ諸国における外国人労働
者への依存とは、特に小売店の店員やレストラン
のウェイターといった接客業や、工場労働者、農
業・漁業などのブルーカラーと呼ばれる部門の大
半の労働力において顕著であるといえよう。
賃金の面では、外国人労働者と自国民労働者で
どれほどの違いがあるのだろうか。自国民と外国
人別の賃金に関する統計は一部の湾岸アラブ諸国
のみが公表しているため、全体的な比較は困難で
ある。ここでは、ILO の統計データ、およびカタ
ル統計局のデータを下に、バハレーン、クウェイ
ト、カタルの 3 カ国について確認しよう（オマー
ンと UAE については、賃金に関する統計データ
が存在しない）。上記の通り、自国民は公務員や
事務職、管理職などに特化しており、外国人は民
間部門の製造業やサービス業に集中しており、こ
れに加えて自国民労働者の就職先として教員が有
望視されている側面があるため 8、本稿では「自
国民向け」の職業として、公務員（行政部門）、
教員、金融を、また「外国人向け」の職業として
農業・漁業、製造業（工場での製品製造）、サー
ビス業（レストラン、ホテルなどでの接客業）、
建設業（建設作業員）を選択し、その賃金を調査
した（表 6）。それによれば、バハレーンにおい
ては中央政府管理職の賃金が飛びぬけているが、
それ以外では自国民向け職業においては 90 から
680BD（バハレーン・ディーナール）となってお
り、これに対して外国人向け職業においては 72
から 335BD となっており、両者の間に明らかな
際が確認できる。これはクウェイトやカタルにお
いても同様の傾向である。
３. 自国民優遇政策
自国民が外国人に比して優位な状況は、賃金
以外にも存在する。例えば、公的部門に継続し
て 20 年間勤務すれば、退職時の 75％の給与を退
職後も受給可能となる場合もあり、さらにこれは
結婚している女性に対しては 5 年の勤続年数に
表5－1：バハレーンにおける自国民／外国人就業状況（分野別）2001年
自国民（人） 割合（％） 外国人（人） 割合（％）自国民割合（％）
管理職 9375 12.13 3624 2.69 72.12
専門職 7454 9.65 9754 7.24 43.32
技術職 9494 12.29 5889 4.37 61.72
事務職 14886 19.27 5422 4.02 73.30
販売職 2627 3.40 7700 5.71 25.44
サービス職 13952 18.06 38877 28.84 26.41
農業・漁業 1237 1.60 4232 3.14 22.62
化学・食品製造 4372 5.66 11354 8.42 27.80
工場・機械労働 13476 17.44 47711 35.39 22.02
その他 395 0.51 239 0.18 62.30
計 77268 100.00 134802 100.00 36.44
典拠：Central Informatics Organization (Bahrain)
表5－2：クウェイトにおける自国民／外国人就業状況（分野別）2008年
自国民（人） 割合（％） 外国人（人） 割合（％）自国民割合（％）
管理職 8371 4.03 14696 1.57 36.29
専門職 36360 17.49 58401 6.23 38.37
技術職 34035 16.38 57644 6.15 37.12
事務職 102946 49.53 58400 6.23 63.80
販売職 4892 2.35 69867 7.45 6.54
サービス職 3948 1.90 402989 42.97 0.97
農業・漁業従事者 86 0.04 35557 3.79 0.24
化学・食品製造 1935 0.93 21973 2.34 8.09
エンジニア 1883 0.91 200979 21.43 0.93
その他管理部門 11229 5.40 11989 1.28 48.36
その他 2159 1.04 5436 0.58 28.43
計 207844 100.00 937931 100.00 18.14
典拠：Ministry of Planning (Kuwait) (2008)
表5－3：カタルにおける自国民／外国人就業状況（分野別）2009年
自国民（人） 割合（％） 外国人（人） 割合（％）自国民割合（％）
管理職 6356 8.97 32697 2.74 16.28
専門職 18712 26.40 99828 8.38 15.79
技術職 12316 17.38 67102 5.63 15.51
事務職 20981 29.60 70645 5.93 22.90
サービス・販売 2794 3.94 109034 9.15 2.50
農業・漁業 130 0.18 11611 0.97 1.11
手工業 1123 1.58 379323 31.84 0.30
工場労働 839 1.18 166328 13.96 0.50
非熟練労働 7622 10.75 254822 21.39 2.90
計 70873 100.00 1191390 100.00 5.61
典拠：Statistical Authority (Qatar).
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短縮されることもある 9。公務員の給与が民間部
門よりも高い傾向にあり、さらに給与以外にも上
記のような利点が存在するため、労働者は公的部
門での就労を希望するが、アラビア語運用能力が
要求されるため、非アラブ系のアジア系労働者が
この分野に就労することは難しい。また、公的部
門の中でも決裁権限が比較的大きい管理職ポスト
は、自国民に優先的に配分される 20。このため、
自国民は外国人労働者に比して有利な条件で公的
部門の労働市場に参入できる。もっとも、これは
湾岸アラブ諸国に限定される現象ではなく、公務
員（特に国家公務員）の管理職以上の地位は、世
界的に自国民に限定される傾向にある。ただし、
公的部門の賃金が民間に比して明らかに高い状況
は、湾岸アラブ諸国の特徴と捉えることはできる
だろう。
湾岸アラブ諸国の政府はいずれも、高い人口増
加率が招く雇用不安と外国人労働力に依存するこ
とで発生する諸問題 2 に対応するため、労働力
の自国民化に力を入れているが、ほとんど効果を
上げていない。その理由としては、上記の通り民
間部門で外国人労働者が低賃金で雇用されている
ことから、高賃金を希望する自国民が労働市場で
敗北するためだと分析できる。湾岸アラブ諸国政
府は公的部門での雇用を拡大させると同時に、一
定以上の雇用を抱える民間企業に対して規定割合
の自国民の雇用を義務付け、これを満たさない企
業に対して制裁金を課したり、認可の取り消しを
行うなどの何らかのペナルティーを設けている。
民間企業の側では、ペナルティーを回避するため
に自国民労働者を労働市場からかけ離れた賃金で
雇用せざるを得なくなっている。このように、政
表6　職業別賃金
国 職種 細目 性別 賃金 統計年、備考
バハレーン
（通貨：バハレーン・ディルハム）
自国民職
銀行 会計士 男性 593 2001年、公的
銀行 会計士 女性 681 2001年、公的
公務員：行政部門 中央政府管理職 男性 1804 2001年
教育 数学 男性 491 2003年、公立
教育 数学 男性 527 2003年、公立
外国人職
レストラン、ホテル レセプショニスト 男性 226 2006年、民間
レストラン、ホテル レセプショニスト 女性 138 2006年、民間
レストラン、ホテル 給仕 男性 96 2006年、民間
レストラン、ホテル 給仕 女性 101 2006年、民間
化学工場 作業員 男性 119 2006年、民間
化学工場 作業員 女性 335 2006年、民間
建設 作業員 男性 72 2006年、民間
建設 作業員 女性 129 2006年、民間
クウェイト
（通貨：クウェイト・ディーナール）
自国民職
銀行 会計士 男性 680 2004年
銀行 会計士 女性 635 2004年
公務員：行政部門 中央政府、管理職 男性 865 2004年
公務員：行政部門 中央政府、管理職 女性 928 2004年
公務員：行政部門 地方政府、管理職 男性 875 2004年
公務員：行政部門 地方政府、管理職 女性 520 2004年
教育 言語、文学 男性 820 2004年
教育 言語、文学 女性 790 2004年
外国人職
農業 作業員 男性 94 2004年
工場 日用品 男性 109 2004年
工場 日用品 女性 96 2004年
化学工場 作業員 男性 95 2004年
建設 作業員 男性 75 2004年
レストラン・ホテル レセプショニスト 男性 185 2004年
レストラン・ホテル レセプショニスト 女性 170 2004年
カタル
（通貨：カタル・リヤール)
自国民職
金融 男性 17035 2009年
金融 女性 10426 2009年
公務員：行政部門 男性 15907 2009年
公務員：行政部門 女性 12477 2009年
教育 男性 13202 2009年
教育 女性 17794 2009年
外国人職
農業 男性 1895 2009年
漁業 男性 2743 2009年
レストラン、ホテル 男性 4061 2009年
レストラン、ホテル 女性 4091 2009年
製造業 男性 7116 2009年
製造業 女性 9457 2009年
建設 男性 4847 2009年
建設 女性 3453 2009年
注：賃金の単位は各国の通貨による。
典拠：バハレーンとクウェイト：LABORSTA.
カタル：Statistical Authority (Qatar).
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策的に自国民に対してのみ売り手市場が形成され
つつある。このような政策は、結果として外国人
労働者の賃金抑制に作用すると考えられるため、
自国民の相対的な優位は一層強化されることにな
る。
Ⅲ 議論
1．エスノクラシー的状況
前章の分析により、外国人労働者と自国民労働
者の違いが明らかになった。労働人口に占める割
合から、外国人労働者は湾岸アラブ諸国の経済活
動を補完する「例外的」な存在ではなく、むしろ
主役である。にもかかわらず、外国人労働者が自
国民労働者に比して明白に劣位に置かれている状
況を、外国人であるが故の「例外的」な問題に押
し込むこと（それ自体は解消されなければならな
いと理解されていても、少数の例外的な外国人の
問題であるという理由で、その問題が存在するこ
とが部分的に許容されてしまうこと）は、現実的
には外国人が主役であり、にもかかわらず彼らが
抑圧されているという湾岸アラブ諸国に特有の状
況を隠蔽してしまう。故に、このような状況を「エ
スノクラシー」として取り扱うことで、自国民と
外国人の人口比とその役割に目配せすることに
は、大きな意義がある。
重要なのは人口規模だけではない。外国人労働
者は民間部門の低賃金労働に集中しており、自国
民は公的部門や民間部門のホワイトカラーに集中
している ｡ また賃金格差だけではなく、自国民労
働者の就業分野―それは公立学校の教員であり、
公務員（特に自国民に限定して解放されているの
は管理職）であり、民間部門であれば事務職であ
り、管理職である―は、おおむね社会を「管理・
運営」する側であり、これに対して外国人労働者
は「管理・運営」の権限を与えられている業務に
就くことは少ない。つまり自国民は、少数の特権
的な「管理者」として、高賃金を享受しながら社
会の上澄みに君臨している。一方の外国人は、「管
理される側」として、低賃金に甘んじる多数派を
形成している。このような「管理する側／される
側」「少数派／多数派」「高賃金／低賃金」という
区分が、「自国民／外国人」という境界とほぼ一
致する形で存在していることが、湾岸アラブ諸国
のエスノクラシーの特徴である。
2．自国民のエンパワーメント
ロングヴァは、自国民が外国人に対して圧倒的優
位に立つ状況を、人口的に優位に立つ外国人に対し
て、自国民が外国人と格差を設けることで自分達を
エンパワ メーントする状況としてこれを説明した。確
かに、ロングヴァの説明にあるように、自国民は自分
達の文化（それが具体的に何であるのかは不明だが）
が侵食されていると感じ、外国人に自国が乗っ取ら
れるという脅威を感じている。このため、湾岸アラブ
諸国の国民にとって、外国人と自国民との間の圧倒的
な差が、自国民を守るための当然の手段―エンパワー
メント―であるという説明は妥当だと考えられる。た
だし、エンパワ メーントが効果を持つのは、自国民
が外国人に対して少数派であるという人口上の問題の
解消だけではない。非民主的な統治制度の下で、国
民が自分達を「管理する側」の特権的な人間である
と認識し、自分達が行政権を有しているという実感
を得るためのエンパワ メーントとして、外国人に対す
る自国民の優越は重要な役割を果たしていると考えら
れる。
湾岸アラブ諸国の統治制度は、おおむね非民主的
である。カタルは普通選挙を経た議員によって構成さ
れる議会を、国政レベルで有していない。UAE では、
連邦国民評議会が存在するが、制限選挙によって議
員の半数が選出され、残りの半数は連邦を構成する
各首長国の首長の勅撰であり、しかも議会には厳密
には立法権限が無い。オマ ンーの下院に相当する諮
問議会は普通選挙による議員で構成されるが、立法
権を有していない（上院に相当する「国家議会」の議
員はすべて勅撰であり、やはり立法権を有していな
い）。クウェイトとバハレ ンーにおいては、普通選挙
を経た議員による立法権を有する議会が存在するが、
両国の内閣は制限内閣であり、首相は君主によって
任命され、首相は大臣を議員外から任命することが
できる。湾岸アラブ諸国の国民は、議会を有していな
い場合は当然であるが、選挙制度を伴う議会を保持
していようとも、制限内閣制という壁に阻まれ、自ら
の選択によって行政権を委ねる手段を有していない。
湾岸アラブ諸国において非民主的な統治制度が存
続する状況は、様々に説明されてきた。石油輸出収
入を国民に配分することで国民の忠誠を買うというレ
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ンティア国家仮説 22 や、支配家系が一体となって君
主を支える「王朝君主制」23 などはその代表例である。
王朝君主制は湾岸アラブ諸国の君主制それ自体の頑
健性を説明するものであるが、国民が非民主的な君
主制を甘受する理由を説明するものではなく、一方
でレンティア国家仮説は、石油経済が長く続くことで
資源配分を当然の権利と見なす国民の増加が指摘さ
れ、国民の忠誠を買うことの限界が常に問題視されて
きた。これに対して、湾岸アラブ諸国の国民が、自
分達を「管理する側」の人間として理解することで（実
際に彼らの多くは公務員として行政に携わっている）、
自分達に行政を委託する権利が認められていないと
いう事態（制限内閣制）が緩和され、解消されてい
ると考えることができる。このため、湾岸アラブ諸国
におけるエスノクラシー体制は、この地域における非
民主的な統治制度の延命に一定の役割を果たしてい
ると考えることが出来るかもしれない。
ロングヴァが主張した「マイノリティー である自国民
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に仕えるためだけに移入された、権利を持たない外国
4 4
人労働者がマジョリティー として存在している
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
状況が、
この特権的なマイノリティー に自分達の間での政治権
力のあり方を考案させ、それを実行させている」とい
う状況は、単に自国民が外国人に優越するという状
況だけではなく、湾岸アラブ諸国において君主制を
維持させる機能を有すると考えると、湾岸型エスノク
ラシーが果たす機能をより広範な問題にひきつけて論
じることが可能となるだろう。
おわりに
湾岸アラブ諸国における外国人と自国民の格差
は、これまでは解消されなければならない「問題」
として取り扱われてきた。確かに両者の間の格差
それ自体は社会問題となりうるが、我々はその解
消に向けてのみ思考を働かせるのではなく、「問
題」を「問題」としてではなく、それを基本的な
構成要素として成立している社会に目を向け、そ
の社会を「異常」として扱うことなく、その社会
における「問題」の機能を説明すべきではないだ
ろうか。
自国民と外国人が一つの国内で生活する際に
は、共生するという選択肢と、共生しないという
選択肢が存在する。民主主義社会においては、「共
生するという選択」が正解であると信じられてい
る。倫理的側面から、あるいは経済的側面からも、
共生という選択肢を正しいと判断することは可能
であるが、一方で「共生しないという選択」を採
用し、経済的な繁栄に結び付けている湾岸アラブ
諸国は無視できない。西欧流の人権や民主主義に
基づく「共生」だけではなく、民主化せずに経済
発展を続ける中国やロシアの状況、またアジアの
世紀と呼ばれる 2 世紀を見据えながら、「共生し
ないという選択」を中立的な立場から考察してみ
る必要があるだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
 本稿では、自国民であろうと、外国人であろうと、
労働者とは、「労働者階級」ではなく、労働の対価
として賃金を得ている人物全てを指す。ゆえに、労
働者には雇用者や管理職にある人物も含まれる。
2
 一般的に、外国人と自国民の間の格差とは、法的な
権利の差（選挙権や被選挙権）や、共通の労働市場
へのアクセスの可能性の違い、同一職種にもかかわ
らず異なる賃金体系が適用されること、または教育
や医療などのサービスへのアクセスが制限されてい
ること、などがあげられる。また、上記の低賃金労
働を強いられることで、低所得者のみが居住可能な
地域に押し込まれ、結果としてゲットー化された環
境での生活を余儀なくされる場合もある。湾岸アラ
ブ諸国の場合、国によっては選挙権や被選挙権が自
国民に対しても制限されている場合があり、さらに
そもそもこのような法的権利の差は湾岸アラブ諸国
だけの問題ではなく、日本を含めた先進国にも当て
はまる問題である。湾岸アラブ諸国で顕著なのは、
労働における諸権利（賃金体系の違いや、就労分野
の区別）において明らかに格差がみられる点である。
このため、本稿では湾岸アラブ諸国における自国民
と外国人の格差という場合、主として労働における
格差を指す。
3
 鷹木は、ドバイでのフィールドワーク（987 年）
の結果として、外国人労働者は受け入れ国の文化を
全く吸収せず（25 年間ドバイに滞在していたインド
人でさえも、片言のアラビア語しか話せない）、文
化融合はもとより文化摩擦すら発生していなかった
ことを報告している（鷹木（989））。鷹木の報告は
およそ 20 年前のものではあるが、現状はほとんど
変わっていないように思われる。
4
 この種の研究でまとまった成果としては、古いも
のでは Owen(985) がある。比較的新しいものでは
Shafik(999) や ESCWA(2007) がある。断片的ではあ
るが、カースルズとミラー（996）にも記述がある
（9-52 頁）。最も詳細にデータを検証し、包括的
な議論を行っているのは Kapizsewski(200) であろ
う。日本では、湾岸戦争前までの状況をまとめたも
のとして長沢 (99) が、ドバイを中心に近年の動向
を取りまとめたものとして堀拔 (2009) ある。
5
 例えば、Jureidini(2003)。
6
 長沢 (99)、3 頁；Owen(985).
7
 嶋田 (2007)。
8
 Longva (2005).
9
 ibid., pp.-8.
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10
 Mazrui (975)
11
 Longva (200),p.9.
12
 ibid., p.8.
13
 Seccombe(993).
14
 Kapiszewski(200),pp.63-65.
15
 Seccombe(982),pp.8-.
16
 Kapiszewski(200),p.62; カースルズ、ミラー (2006)、
5-52 頁。
17
 Abella(995),p.20.
18
 湾岸アラブ諸国においては、石油経済の進展と共
に人材育成が急務となり、960 年代頃から教育制
度の拡充が急速に進められた。当初はエジプトやシ
リアなどからのアラブ系外国人教師に依存していた
が、自国民による自国民教育を実現するために、教
育分野への自国民の就職とそのための教員養成には
力が入れられてきた。UAE のように賃金面で教員を
志望するインセンティブの低い国もあるが、おおむ
ね多くの国では教員は（特に女性にとって）有望な
職場だと認識されており、近年では小学校から高校
までの多くの教員が自国民に切り替わりつつある。
19
 Shah (995) p.009.
20
 日本とは異なり、湾岸アラブ諸国では公務員職も
外国人に開放されている。公務員の雇用状況に関す
る国籍別の統計は存在しないため、全体像を正確に
把握することは難しいが、2000 年代初めから 200
年にかけて数度にわたって著者が現地調査のために
湾岸アラブ諸国の省庁を訪問した際には、専門・技
術職などのホワイトカラーの一部と、公用車の運転
手や雑用（コピー取りやお茶汲みなど）に外国人が
採用されていることが確認された。前者にはアラブ
系が多く、後者にはアラブ系と非アラブ系の両方が
含まれている。
21
 外国人定住者が増加すると、その外国人が関係す
る国際問題が国内問題に転化して発生することが知
られている。例えば 990 年から 9 年の湾岸戦争時
には、クウェイトに進行したイラク政府がイラクに
よるクウェイト侵攻とイスラエルによるパレスチナ
侵攻をリンクさせ、イラク軍の撤退と引き換えにパ
レスチナからのイスラエルの撤退を要求したことか
ら、パレスチナ系労働者がイラクを支持する事態が
懸念された。このため、クウェイト側に立って湾岸
戦争に関与していた湾岸アラブ諸国は、パレスチナ
系労働者を国外に追放する政策を取ったと言われて
いる。
22
 Beblawi and Luciani(987)
23
 Herb (999) 
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Ethnocracy in the Arab Gulf States:
an option of “non-coexistence”
MATSUO Masaki
Abstract 
Citizens of the Arab Gulf States enjoy superior status over migrant workers in terms of political and social 
rights, job opportunity, wage, and so on. We can find situation unique to these states such as citizens who are the 
minority in view of demographic composition subordinate the majority (i.e. migrant workers) who serve citizens. 
Migrant workers’ discriminated situation is regarded, by citizens, as a result of protection of citizens for fear of 
migrants’ erosion of nation. As a combination of demographic situation and citizens’ segregating treatment toward 
migrant workers, a system ordering society of the Arab Gulf States very unique to them, is called “Ethnocracy of 
citizenship” by Longva.
This article tries to depict concrete situation of “ethnocracy of citizenship” testing its existence in labour 
markets in the Arab Gulf States. As a result, we find the existence of “ethnorcacy of citizenship” and recognize 
within its effects “administrative” or “governing” roles of citizens and “subordinated” or “governed” positions of 
migrant workers as its criterions. Such roles allow citizens to recognize themselves having authority and rights of 
administration and government, although they don’t have them under non –democratic regimes. “Ethnocracy of 
citizenship” is not only the situation empowering minority citizens ruling over majority migrants but also working as 
one of apparatuses consisting durability of authoritarian regime. 
（200 年 6 月  日受理）
